
一般会計 ３,９９４,０３８千円 特別会計 ４,２６２,６１８千円

一般会計 ３,６７４,８５１千円 特別会計 ５,４１９,６４６千円

一般会計 　　３１９,１８７千円 特別会計 △１,１５７,０２８千円

一般会計 108.7% 特別会計 78.7%

＜各課室の内訳＞ （単位：千円）

会 計 名
平 成 １ ９ 年 度
予 算 見 積 額

平 成 １ ８ 年 度
予 算 額 差 引 増 減 額

対前年度比率
（％） 備 考

一 般 会 計 55,878 65,155 △ 9,277 85.8% －

一 般 会 計 823,183 765,875 57,308 107.5% －

一 般 会 計 43,669 43,476 193 100.4% －

一 般 会 計 396,964 422,037 △ 25,073 94.1% －

特 別 会 計 1,448,568 1,886,249 △ 437,681 76.8% －

一 般 会 計 989,597 644,663 344,934 153.5% －

特 別 会 計 2,814,050 3,533,397 △ 719,347 79.6% －

一 般 会 計 10,258 26,853 △ 16,595 38.2% －

一 般 会 計 1,263,130 1,301,717 △ 38,587 97.0% －

一 般 会 計 411,359 405,075 6,284 101.6% －

合 計 8,256,656 9,094,497 △ 837,841 90.8% －

一 般 会 計 3,994,038 3,674,851 319,187 108.7% －

特 別 会 計 4,262,618 5,419,646 △ 1,157,028 78.7% －

※人件費は含まれていません

＜対前年度増減の主な理由＞

一 般 会 計 減

一 般 会 計 増

一 般 会 計 増

一 般 会 計 減

特 別 会 計 減

一 般 会 計 増

特 別 会 計 減

一 般 会 計 減

一 般 会 計 減

一 般 会 計 増

☆　対前年度比率

企 業 立 地 課

海 洋 深 層 水 対 策 室

高等技術学校の平成20年度科目見直しに伴う施設整備費の増

高知県商工労働部

商 工 労 働 企 画 課

平 成 １９年 度 商 工 労 働 部 当 初 予 算 見 積 の 概 要

海洋深層水体験施設整備事業の終了に伴う減

☆　平成１９年度　予算見積額

☆　平成１８年度　予算額

☆　差引増減額

経 営 流 通 課

商 工 労 働 企 画 課
（県 外 事 務 所 含 む ）

雇 用 労 働 政 策 課

金 融 課

企 業 立 地 課

海 洋 深 層 水 対 策 室

県 産 品 ブ ラ ン ド 室

県 産 品 ブ ラ ン ド 室

金 融 課

小規模事業経営支援事業費補助金等の減

商 工 振 興 課

商 工 労 働 企 画 課 工科大大学院派遣の休止、臨時的任用職員１名減等による減

頑張る企業総合支援事業費補助金の増等

雇 用 労 働 政 策 課

計

商 工 振 興 課

経 営 流 通 課

設備貸与資金貸付金（既往分）の減等

小規模企業者等設備導入資金貸付原資の国・一般会計への償還計画の終了による
減

企業立地促進事業費補助金の増

流通団地造成経費の元金償還金の減

県産食材利用新商品開発連携推進事業費補助金等の減、高級専門店との連携によ
る新たな取り組み（新規：専門小売店連携商品発掘事業費）による増



＜平成１９年度予算見積もりの主な内容＞
商工振興課

1 頑張る企業総合支援事業 １５７,９５７千円

2
地域結集型共同研究推進
事業費 １１７,０７２千円

3 高知COE推進事業 ９,７５６千円

4 海外経済活動事業費 ８３,１５８千円

県産品ブランド室

1
県産品ブランド化企画推
進事業費 １２,２６９千円

2
専門小売店連携商品発掘
事業費 ８,０７９千円

3
県産食材利用新商品開発
連携推進事業費 ４,９８９千円

金融課

1
中小企業制度金融貸付事
業費 ３２８,５５５千円

企業立地課

1
企業立地促進事業費補助
金 ５７４,６７２千円

2
コールセンター等立地促
進事業費補助金 ２０５,７０５千円

海洋深層水対策室

1
室戸海洋深層水ブランド
化事業費 ８,０５４千円

経営流通課

1
商業振興対策事業費（中
心商店街活性化事業費補
助金）

６,７００千円

2
商業振興対策事業費（中
山間地域等商業振興総合
支援事業費補助金）

９,５５０千円

雇用労働政策課

1
就職支援相談センター事
業費 ５３,５７３千円

2 職業訓練費 ９４,５４８千円

8 雇用促進対策費 １６,６６９千円

有名高級専門店と連携し、共同で県産品の開発・発掘・認定を行うことにより、同専
門店の定番商品として販路を確立し、更には優位差別化される商品としての販路拡
大を目指す。

中山間地域等の商工団体等が主体となり、商業機能の維持や商業振興を目的とし
て、地域生活者の利便性の確保や地域商業の活性化に寄与する提案型のハード及
びソフト事業について、市町村を通じて支援し、地域商業の活性化を図る。

中心商店街活性化のための取り組みの拠点を整備し、賑わい創出のための継続し
た取り組み、インフォメーション機能やコミュニティ機能の充実等の取り組み、イベント
等を支援し、中心商店街の振興を図る。

事業資金に必要な資金を長期・低利にて供給する県制度融資の円滑な実施を図る
ため、信用保証料を補給することで制度利用者の負担を軽減するもの。

販路拡大、資材調達、委託生産など、中国及び東南アジアでの事業展開を図る県内
企業の支援拠点として、上海事務所・シンガポール事務所を運営する。

高知労働局等と連携を図りながら、地域の雇用対策を推進する。また、高年齢者に
対して短期的・長期的な就業の機会を提供するシルバー人材センターの育成と円滑
な運営を支援する。さらには、ＵＩターン希望者と県内求人企業のそれぞれに、求人・
求職情報を提供し、ＵＩターンの促進と企業の人材確保を支援する。

意欲のある企業中小企業者等が経営の改善や新規分野への挑戦等を行うために経
営改善計画を策定し、「頑張る企業」として認定した企業を総合的に支援することで、
企業の成長を促し雇用の確保等を図る。

県内食品製造事業者と一次産品生産者が連携して取り組む新たな加工食品開発や
販路開拓に対して支援し、県産原料の利用増進と地域資源を活用した高付加価値
商品の開発を促進する。

産学官の連携を推進する拠点として産業振興センターに推進組織を設置し、研究開
発の推進や事業化の支援を行うことにより本県に新しい産業の育成を図る。

離転職者や障害者等の雇用を促進するため、各種委託訓練等を実施するとともに、
在職者の職業訓練を支援する。

産学官が連携して実施する県内での事業化に向けた先導的な共同研究を支援する
ことにより、付加価値の高い産業を創出する。

ブランド化企画を公募し、公開することで、モデル事例として活用を促進する。また、
モデルを実践する事例支援することにより、自立的なマーケティングの実践による県
産品のブランド化を推進する。

立地企業の高度技術工場等の建設や円滑な操業確保のために必要とする初期投資
の一部を助成することにより、企業立地を促進する。

コールセンター等の新増設を行う立地企業の事業所等の建設や円滑な操業確保の
ために必要とする初期投資の一部を助成することにより、企業立地を促進する。

室戸海洋深層水のブランド化を推進し、他地域との区別化や市場信頼性を高め、全
国に向けて販路開拓を進める。

若年者の就職意識の向上を図るとともに、雇用におけるミスマッチを解消し、円滑な
就職を促進するため、高知県就職支援相談センター（ジョブカフェこうち）で、就職に
関するきめ細やかな相談や無料職業紹介等を実施する。


